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研究会立ち上げの背景
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 電力ネットワークが直面する課題は、系統需要の伸び悩みによる収入の低迷、系統設備の高経年
化対策の本格化に加え、大規模災害対応を含むレジリエンスの強化、再生可能エネルギーの「主
力電源化」への対応等、多様化・複雑化している。

 このため、足下では、既存系統を最大限に活用しつつ（日本版コネクト＆マネージの具体化等）、
安定供給性、環境適合性、効率性（３Ｅ）の更なる高度化に向け、新たな電力ネットワークへ
の転換を進めていくことが必要な状況にある。

 とりわけ、テクノロジーの進展と、電力ネットワーク分野にも新たなビジネスの出現の兆しが表れていると
ころ、これらが、

①安定供給：系統のIoT化・データ活用による需給管理の高度化

②環境適合：ＥＶや蓄電池などの新たな分散リソースによる低炭素化

③経済効率：エネルギーアグリゲーションビジネスやP2P等の新ビジネスによる多様・低廉な電
力供給

へ貢献することが期待されており、既存の電力ネットワークの高度化を含め、これらの実現を支える
新たな基盤（プラットフォーム）が求められると考えられる。

 この際、電力ネットワークへの投資は巨額・長期であり不可逆性が高いことを踏まえれば、これらの課
題や論点については、2030年以降も見据えた中長期的視点に立ち、早急に整理を行っていくことが
必要になる。

 このため、これらの実現に向けた課題や論点について、テクノロジーや新ビジネス等の新たな知見も
得るべく、電力以外の有識者やヒアリングも交え、様々な視座から検討を深めるため、「次世代技
術を活用した新たな電力プラットフォームの在り方研究会」を立ち上げることとした。

第1回 次世代技術を活用した
新たな電力プラットフォームの在り方研究会 事務局提出資料3



検討すべき論点の例

３

＜テクノロジーの進展による“３E※”の更なる高度化や電力ネットワークへの貢献と新たな
ビジネスモデルの可能性＞

※３E；Energy Security（安定供給）、Economic efficiency（経済効率性の向上）、Environment（環境への適合）

 IoT、データ解析、AI、Blockchain技術など、近年テクノロジーは目覚ましい進展を遂げている。こう
したテクノロジーの進展が、系統のIoT化や分散型リソース普及による低炭素化、エネルギーアグリゲー
ションビジネスによる多様・低廉な電力供給を始めとして、エネルギー政策における“３E”や電力ネット
ワークへどのような貢献をもたらす可能性を秘めているか。

 とりわけ配電サイドにおいて、EV等の他産業との連携や分散型リソースの普及等により期待されるプ
ラットフォームビジネスを含め、どのような新たな付加価値とビジネスモデルが創出されるか。

 また、データの扱いや計量の在り方を含め、新たなビジネスモデルの実現に資する環境整備として何が
必要か。

＜テクノロジーの進展等に対応する新たな電力ネットワーク事業の在り方＞
 テクノロジーの進展や再生可能エネルギーの大量導入、大規模災害等の外部環境変化に対し、電

力ネットワーク事業に求められることとは何か。人口減少や住宅用PV等の自家発の増加に伴う系統
需要の伸び悩み、レジリエンス強化の必要性の中、持続的な電力ネットワーク事業を実現するために
は、どのような変革が必要となるか。託送料金制度を始め、どのような環境整備が必要となるか。

 電力ネットワーク事業の効率化・コスト削減に資する取組を促進するための仕組みをどのように構築す
べきか。調達等における広域化、共通化・共同化を含め、効率化・コスト削減を実現するためにはどの
ような取組を後押しすべきか。

 テクノロジーの進展等により、電力ネットワーク事業についても、グローバル展開を含め、どのような新た
なビジネスの可能性があると捉えるべきか。
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研究会における委員コメント（検討の全体像）

１．新たな電力プラットフォーム

 これまでは電力システムの全てのアセットが電力会社により集中的に管理されていたが、技術革新により分散型
リソースの増加が予想されるところ、これらリソースを一元的に管理することは現実的ではない。この点、プラット
フォーム上での新ビジネス等を通じて、個々の分散型リソースの意思決定を誘導していく新たな仕組みたる
「電力プラットフォーム」は今後非常重要である。

 現行の電気事業の枠組みに即した法制度と新たな電力プラットフォームの在り方を捉えた法制度は必ずしも
一致しないと考えられる。

 将来的な電力需要の予測については、人口減少や省エネによる需要減という側面の他に電化率の高まりによ
る需要増に転じる可能性もあることから、決め打ちではなく不確実性を念頭に議論を進めることが必要。

２．次世代技術がもたらす新たなビジネスモデル

 様々な技術革新により、電力プラットフォーム上での新たなビジネスモデルの萌芽が期待されるところだが、まず
はプラットフォームを運営するためのベースとなるビジネスモデルについて考えることが重要。

 プラットフォーム運営のためのネットワーク事業のビジネスモデルを考えるに当たっては、発電から小売まで垂直統
合された伝統的な電力フローにおいて見えなかった価値、例えば系統の慣性力や同期化力といった頑健な調
整力を価値として再評価することが必要。

 また、新たなビジネスと電力の安定供給の両立といった視点も重要ではないか。
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研究会における委員コメント（検討の全体像）

３．制度・政策の検討にあたっての視点

 ネットワーク事業やその周辺においてイノベーティブなビジネスの可能性があるところ、そのコストやリスクマネー等
につき、託送料金の枠組みの中で手当てするものとそうでないもの、すなわち規制事業と非規制事業の線引
きが主要な論点になると考える。

 制度を検討する上では、企業経営にとって、何がイノベーションのインセンティブになり得るかの観点も重要。

 結果的にどのような方法が総合的に社会的コストを抑制するのか、という観点も重要。

 制度設計をするに当たり、仕組みの分かりやすさという観点も重要。例えば、スマートフォン料金における消費
者行動として、分かりやすさの観点から仮にコスト効率的でなくても定額料金に移行するケースが相当程度ある。
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１．検討の全体像

２．各論① 託送料金制度
（１）送電
（２）配電

３．各論② データ活用

４．各論③ 電気計量制度

５．更なる論点





































第３回 次世代技術を活用した新たな
電力プラットフォームの在り方研究会

eMotorWerks提出資料2
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第３回 次世代技術を活用した新たな
電力プラットフォームの在り方研究会

日産自動車提出資料3
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総論：各国の課題と制度改正の変遷（イギリス）

 プライスキャップ制度を土台に、RPI-X*1、RIIO*2へと変遷した

1983年～ プライスキャップ制度
• 政府の要請により、経済学者であるStephan Littlechild氏がブリティッシュテレコム社にアドバイスした

のが始まり。その後、送配電事業者に適用されていった。
• 以降、プライスキャップ制度を土台として、RPI-X、RIIOへと変遷していった。

1993年～ RPI-X（レベニューキャップ制度）
• 小売物価指数（RPI）と生産性指標（X-factor）を基に、託送料金の調整が行われた。
• 【課題】事業者に寛容との指摘があり、1997年に政府がレビューした結果、財務状況の報告や会計

基準が十分でないことが分かった。また、優秀な人材の流出や、エネルギーセキュリティ・料金低廉化・低
炭素化のトリレンマに対応する事業者の適応力の欠如等の課題が浮き彫りとなった。

• 2008年、RPI-Xを抜本的に見直すプロジェクトRPI-X@20に着手した。ここで初めて、産業界、有識
者、コンサルタント、消費者等に、幅広く意見を求めた。

2013年～ RIIO-1（レベニューキャップ制度）
• フォワードルッキングにより、規制期間8年間のレベニューキャップを設定する。
• 6つのアウトプット指標（安全性、信頼性、可用性、顧客満足度、接続性・拡張性）の達成度に応じ

て、インセンティブが付与される仕組みが導入された。
• イノベーションを推進する仕組み（NIA、NIC等の研究開発補助金制度）が導入された。
• 【課題】事業環境の不確実性より、将来の事業コストを予測するリスクが高まっている。振り返ると、

RIIO-1のレベニューキャップ設定値は、実コストに対して高かった*3。
⇒2021年から始まるRIIO-2では、規制期間が8年から5年に短縮化される予定である。

（出所）*3: Ofgem, RIIO-2 Framework decision, 2018年

*1: Retail Price Index – X-factor（生産性指標）
*2: Revenue=Incentives+Innovation+Outputs

第4回 次世代技術を活用した新たな電力プラットフォームの
在り方研究会 有限責任監査法人トーマツ提出資料4
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総論：各国の課題と制度改正の変遷（ドイツ）

 事後規制と事前認可制の課題を踏まえて、インセンティブ規制へと変遷した

1998年～ 事後規制
• 自由化以降、ドイツの託送料金がEUの中で最も高いことが確認され、支配的地位の濫用にあたり得

るとして、連邦カルテル庁が、積極的な事後規制を開始した。
• 【課題】事後規制では、違反行為を事前に規制することができず、また、料金に関して、定量的な規制

を行う概念がなかったため、託送料金は下がらなかった。

2005年～ 事前認可制
• エネルギー事業法（EnWG）が抜本的に改正され、インセンティブ規制を2009年以降に適用するこ

とと、それまでの移行期間に、事前認可制を適用することが決まった。
• 効率的な事業者の費用を基準として比較を行うことで、非効率的な事業者が高い託送料金を設定し

ていることへの規制が可能となった。
• 【課題】託送料金の規制は厳格化されたが、事前認可性の効果はまだ託送料金の若干の低下という

形でしか現れておらず、競争的な市場の形成には至らなかった。

2009年～ インセンティブ規制（レベニューキャップ制度）
• レベニューキャップかプライスキャップかの議論があったが、需要減少による事業者の収入減少のリスクを

減らせるメリットがあるため、レベニューキャップを採用した*1。
• 事業効率化を求める一方、普及拡大が進む再エネ関連設備への積極的な投資環境の整備と、託送

料金による遅延のない回収が必要であるとの政府の見解が示された*2。
• 【課題】再エネの80%が接続する配電系統で、投資コストを託送料金で十分に回収できていない。

⇒2019年以降、総括原価方式の下、確実に回収できる制度に移行予定。

（出所）一橋大学、東田尚子、電力市場における競争と法（1、2・完）：ドイツにおける託送料金の規制を手掛かりに（2009年）
*1: BNetzAの担当者へのヒアリング（2018年）、*2: BMWi、press release（2015年、16年）

第4回 次世代技術を活用した新たな電力プラットフォームの
在り方研究会 有限責任監査法人トーマツ提出資料4
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総論：各国の課題と制度改正の変遷（フランス）

 送配電部門の法的分離に絡み、レベニューキャップ制度が採用された

2000年～ TURPE（レベニューキャップ制度）

• 2000年の電力自由化法により、EDFの送配電部門が法的分離されることが決まり、送配電事業の
運営に必要なコストをカバーすると共に、公平で合理的な収入を設定する目的で、TURPEが導入され
た。
（2005年に送電会社RTEが、2008年に配電会社eRDF（現Enedis）が法的分離された。）

• 託送料金は、HTB（送電系統）とHTA-BT（配電系統）に分かれ、消費者への公平なネットワーク
アクセスを提供するために、それぞれについて、料金の地域差は無い。

• 高い比率の原子力発電（約75%）、EDFグループによる安定的な送配電事業の運営等の背景も
あり、託送料金の時系列における変動幅は小さい。
- 送電会社：RTEの1社（EDFによる株式保有比率は50.1%）
- 配電会社：Enedisのシェアが95%を占める（EDFによる株式保有比率は100%）

• 【課題】制御可能コストについてはインセンティブが設定されているが、設備投資については、インセンティ
ブが働きづらい*1。

（出所）*1: RTEの担当者へのヒアリング（2018年）

第4回 次世代技術を活用した新たな電力プラットフォームの
在り方研究会 有限責任監査法人トーマツ提出資料4
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総論：各国の課題と制度改正の変遷（カリフォルニア）

 事業者の安定的な収入確保のために、デカップリング制度が導入された

～1981年 総括原価方式

• 事業に必要なコストと事業報酬額を基に、電気料金を算出する。

• 【課題】カリフォルニアの公益事業委員会（CPUC）が省エネを促進した結果、販売電力量が減少
し、電力会社が安定的な収入を得られない状況となった。

1982年～ 総括原価方式＋デカップリング制度

• 電力会社の安定的な収入確保を目的として、販売電力量と収入を切り離すデカップリング制度が、
CPUC主導で導入された。

• 当初は、省エネにより削減した電力量のみに対して適用していたが、計測と検証にコストがかかるため、
省エネ分に限定せず、販売電力量の変動分に対して収入が調整される仕組みとなった（販売電力量
が減ると収入が補填され、逆の場合は払い戻す）。

• 1990年前半 デカップリング制度が事業者のエネルギー効率化を阻害しないように、
エネルギー効率化のインセンティブが導入された。

• 1990年後半 電力自由化によって、競争原理による市場合理化が期待されることから、
デカップリング制度が中止された。

• 2001年～ カリフォルニア電力危機を受けて、電力の安定供給が重要視され、
デカップリング制度が再導入された。

第4回 次世代技術を活用した新たな
電力プラットフォームの在り方研究会

有限責任監査法人トーマツ提出資料4











研究会における委員コメント（託送料金制度）

１．送電・配電共通

 事の本質はプライスキャップ制度かレベニューキャップ制度か、ということではなくて、どう運用するかということ
に尽きる。制御可能コスト、不能コストをしっかりと区別して、その仕上がり水準を問わないことこそが心臓部だと
思っている。需要減少リスクや再エネリスク、イノベーションの取入れに遅れるリスクをしっかりと把握した上で、その
仕上がりにあれこれ言わないような制度構成が必要。

 海外の制度と比較すると、日本には定期洗い替えのシステムが無い。また、レベニューキャップ制度の話があった
が、日本の場合は託送料金を一部改訂（値上げ）することで、需要減やコスト増加に対応することになる。

 ネットワーク事業やその周辺においてイノベーティブなビジネスの可能性があるところ、そのコストやリスクマネー等
につき、託送料金の枠組みの中で手当てするものとそうでないもの、すなわち規制事業と非規制事業の線
引きが主要な論点になると考えている。

 課題の多くは電力会社の会計システムが財務会計に偏重していることが原因。欧州は歴史的に同一システム

が導入されており、規制当局にとってもデータの比較が容易。当該データを踏まえたインセンティブ規制と相まって

効果を更に発揮している。電力会社の会計制度・システムとインセンティブ規制の両方があって初めてうまくいく。

 料金改革はマクロ、ミクロで何が効率化されるべきなのかというのを詰める必要がある。細部の議論が必要
であり、その上で、必要な部分にしっかり投資が行われる制度作りが必要。

 海外の状況を見ても、「正解」はない。ドイツも南北の送電線増強はできておらず、イギリスは元々送電容量が
余っていたという事情など、各国様々である。この点も念頭に置く必要あり。
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研究会における委員コメント（託送料金制度）

１．送電・配電共通

 プロシューマ―のように、自身のNＷ使用量は０だが、実態としては配電網を多用している人も出てきている。
現在の料金制度では、従量料金の割合が高いため、実態として使用している量と支払うべき料金について不

整合性が生ずる。この料金割合については今後の検討課題。

 日本の系統の原価構成は太宗が固定費である一方、料金体系は電力量に応じた従量制が中心であり、コス
ト回収はこれに依存。ネットワーク事業のプラットフォーム化や電力潮流の複雑化を踏まえると、固定費回収も

含めた制度設計が課題ではないか。今後は流れる電気の量と送配電事業者が提供する価値とが相関しな

くなるため、原価の性質に応じた料金体系の再設計等が必要。

 デススパイラルに対処することのみを勘案して託送料金規制を見直した場合は、マイクログリッドや自家発電を

活用した系統離脱の加速も起こり得る。送配電事業者側に料金設計にある程度の自由度や戦略性をもた

せることの是非についての議論も重要。

 他方、我が国として系統から分離・独立したエリアを増やしたいのであれば、戦略的な託送料金の設定はその

妨げになると考えられることから、全体のグランドデザインとしてどういうところを目指すのか、系統の信頼度は

どうあるべきか、等の観点からの議論があるとよい。

 託送収支において、一番変動幅が大きいのは事業者側でコントロールできない需要変動ではないか。ドイツは

そういった制御不能な部分は確実に回収するという制度によってリスクを減らす一方で、コントロール可能な部

分は徹底的に見えるかと効率化を行っており、極めて合理的。そうした分け方を日本で議論する際には、海外
の制度と比較して、単に項目名で制御可能・不可能を区分せず、その項目の個々の状況を議論すべき。

 系統コストの中で、受益と負担の適正化の観点から、例えば独立したマイクログリッドに対しても、負担を求める

べきものの有無や負担方法等についての議論が必要。
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研究会における委員コメント（託送料金制度）

２．効率化の促進

 日本の現行制度は、効率化あるいは将来的な投資に向けてのインセンティブが非常に働きづらい仕組みで
あるという指摘や、現状、多くの一般送配電事業者は赤字であるという点も踏まえつつ、現行の超過利潤など
の現行制度の効果と照らしてどの点の制度を変えなければないかを整理する必要がある。

 託送料金制度については何が制御可能コストで何が制御不能コストなのかについて見極めることは非常に難し
い。需要減少に伴う回収が難しくなっているという中で、まずは効率化を進めて、そこで出た余剰を回収・投資
に向けていくということのバランスも非常に重要だが、見極めは困難。

 何でもコストとして託送料金に突っ込んでいいのかというのは疑問。料金改革を検討するにあたっては何が効率
化されるべきなのかということについて細部の議論が必要。

 効率化は、かかった費用についての妥当性を問うだけではなく、事業者が効率化を行うインセンティブを制度に

入れる必要があるのではないか。

 規制事業である以上、送配電についてはコスト監視されて当然という前提がある中で、インセンティブをどうする

か、という話ではないか。これを前提に、事業者によるコスト削減は一定程度の事業者がストックできる制度が

必要ではないか。超過利潤といった現行制度も良く分析する必要がある。

 何でもコストとして託送料金とみなしていいのかというのは疑問。料金改革を検討するにあたっては、何が効率

化されるべきなのかということについて細部の議論が必要。
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研究会における委員コメント（託送料金制度）

３．必要な投資の促進

 促すべき「イノベーション投資」とは具体的にどのようなものかを整理する必要がある。どの分野であり、どの程

度の期間、促すものか。

 再生可能エネルギーの更なる受け入れのための系統投資とひとくくりに行っても、どこまでがインセンティブをつけ

るべきものか。また、当該系統投資と高経年化投資との線引きをどう考えるか。

 イノベーションは刻刻と変わっていくため、対象投資の変更の容易性も制度に織り込む必要がある。また、その

投資対象の妥当性の立証責任をTSOとするかどうか。TSOから切り離すのも一つの手か。

 投資回収を料金制度上担保すれば、「投資インセンティブ」として十分かどうかは検証が必要。この点、特に

海外制度の実態を見てみたい。一般送配電事業者が主体的に投資を検討しうるインセンティブを考えるべ

き。

 投資側のインセンティブとして料金回収を認めれば積極的に投資がされるのか疑問。自由化が進む現在、事

業者は送配電分離やエネルギー分散化といった今まで見えなかった課題・環境についていかないといけない状

況になっているところ、彼らが主体的に投資を考えるインセンティブを考えるべき。

 系統運用に関する投資、設備形成に関する投資はそれぞれ質が違うところ、違いを明確化して議論すべき。
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研究会における委員コメント（託送料金制度）

４．送電分野

 従来は個社単位での最適化を追求すればよかったが、再エネ拡大や発送電分離という状況変化の中では、

個社単位ではなく、地域を超えた最適化を制度上、追及していく必要があるのではないか。

 投資側のインセンティブとして料金回収を認めれば積極的に投資がされるのか疑問。自由化が進む現在、事

業者は送配電分離やエネルギー分散化といった今まで見えなかった課題・環境についていかないといけない状

況になっているところ、彼らが主体的に投資を考えるインセンティブを考えるべき。

 送配電分野でのデータ活用を考えると電力会社がどれだけ情報を開示してくれるか、ということが重要。NDAを

締結した上で必要な情報をデータ活用事業者に共有するといったことも考えられるのではないか。
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研究会における委員コメント（託送料金制度）

５．配電分野

 現行法制度の変更にあたり、近い将来の変化を念頭に、変化に対応できる形での法制度の変更が必要。

 V2HやV2Bといった、バッテリーへの負担が比較的軽い使い方であれば、日本のような環境においては、特段

大きな懸念点はないと見ている。他方、V2Gでの周波数調整のような、急速な充放電が生じうるような高い負

荷がかかりうる用途では、容量保証で定める利用条件の範囲外となる場合もある。急速充電ステーションは無

秩序に設置すると配電網の容量を超過するため、ある実証事業ではEVの走行距離から仕様や設置地点を

シミュレートし必要最低限の設置とした。当該実証実験の例も参考に、実際に普及させる段階においては計画

的な設置が必要。

 分散型リソースやEV等の普及によって、電気事業法で求められる電圧の規定範囲内への維持は困難とな

る。投資の抑制等コスト面を考慮するのであれば、係る規制基準の変更を検討のスコープに入れる必要があ

る。
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２．各論① 託送料金制度

３．各論② データ活用
（１）送電・基幹系統データ
（２）配電・スマートメーターデータ

４．各論③ 電気計量制度

５．更なる論点



































研究会における委員コメント（データ活用）

 送電・配電分野でのデータ活用を考えると電力会社がどれだけ情報を開示してくれるか、ということが重要。
NDAを締結した上で必要な情報をデータ活用事業者に共有するといったことも考えられるのではないか。

 電力の世界に限らず、現行の法制度においてはデータを自由に色々な事業に使えるようにはなっていない。どう
いった形でデータの利用を可能とするのかについて検討しながら次世代のシステムを考えるべき。

 受益と負担の関係に照らせば、データプラットフォームの維持・運営費用は、データ利活用によりビジネス展開す
るプレイヤー側が負担するのが原則だと考える。他方で、なかなかマネタイズできず初期コストが足かせとなり、
当該データプラットフォームを使ったビジネスが成長しないとなると意味がない。この場合、新ビジネスが一定規模
に成長するまでの間は政策的支援が必要とも考えられ、この点、料金規制よりも補助金が適切と考えられる。

 スマートメーターデータの利活用に係る議論においては、必要性や、社会への影響や公益性、また、個々人の
意思決定の範囲を超えたものという点につき、議論を深めることが重要。

 オプトインやオプトアウト等の個人情報に係る合意の要否や取得の方法と、利用可能なデータの範囲との関係
につき、どのような整理をすべきかについて議論が必要。

 国民に対して、スマートメーターデータの利用が社会的便益の向上につながることと併せて、個々人に対しても
便益還元がなされうることを説明し、納得いただくことが重要。

 スマートメーターデータ自体の価値は、例えば金融や医療分野のデータの価値に比して特段に高いとはいいがた
いと考えられる。例えば、空き家の把握や、宅配事業における再配達削減については、必ずしも電力データ活
用である必要はなく、他の手段によることも十分に考えられる。

 データ活用による新ビジネス等を考えるにあたっては、統計情報では抽象度が高いために活用可能な範囲が限
られていることから、ニーズが高いのは匿名加工情報であると考えられる。個人情報に近いほど高付加価値なビ
ジネスやサービスが設計できると思われる。
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特定計量器の規定(計量法)
第1回 次世代技術を活用した新たな電力プラットフォームの

在り方研究会 西村委員提出資料5

(前略)
七 密度浮ひょうのうち、次に掲げるもの

イ 耐圧密度浮ひょう以外のもの

ロ 耐圧密度浮ひょうのうち、液化石油ガスの密度の計量に使用するもの

八 アネロイド型圧力計のうち、次に掲げるもの

イ 計ることができる圧力が〇.一メガパスカル以上二百.二メガパスカル以下のものであって、最小の目量が計ることができる最大の圧力と
最小の圧力の差の百五十分の一以上のもの（蓄圧式消火器用のもの及びロに掲げるものを除く。）

ロ アネロイド型血圧計

九 流量計のうち、次に掲げるもの

イ 排ガス流量計

ロ 排水流量計

十 積算熱量計のうち、口径が四十ミリメートル以下のもの

十一 最大需要電力計

十二 電力量計

十三 無効電力量計

十四 照度計

十五 騒音計

十六 振動レベル計

十七 濃度計のうち、次に掲げるもの

イ ジルコニア式酸素濃度計のうち、計ることができる最高の濃度が五体積百分率以上二十五体積百分率以下のもの

ロ 溶液導電率式二酸化硫黄濃度計のうち、計ることができる最高の濃度が五十体積百万分率以上のもの

ハ 磁気式酸素濃度計のうち、計ることができる最高の濃度が五体積百分率以上二十五体積百分率以下のもの

ニ 紫外線式二酸化硫黄濃度計のうち、計ることができる最高の濃度が五十体積百万分率以上のもの

ホ 紫外線式窒素酸化物濃度計のうち、計ることができる最高の濃度が二十五体積百万分率以上のもの

ヘ 非分散型赤外線式二酸化硫黄濃度計

ト 非分散型赤外線式窒素酸化物濃度計

チ 非分散型赤外線式一酸化炭素濃度計のうち、最小の目量が百体積百万分率未満のもの及び最小の目量が百体積百万分率以上
二百体積百万分率未満のものであって計ることができる最高の濃度が五体積百分率未満のもの

リ 化学発光式窒素酸化物濃度計のうち、計ることができる最高の濃度が二十五体積百万分率以上のもの

(後略)
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現状の計量法の要求
①高い計測精度(±3%)

②面前計量

③全数公的検定

④検定有効期間の厳格運用

第1回 次世代技術を活用した新たな電力プラットフォームの
在り方研究会 西村委員提出資料5
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プロ・イノベーション的計量法運用の論点
〇卒FITをはじめとする環境価値取引対応については、これまでのエネ庁
内検討(再エネ大量導入小委、ERAB検討会)内容で対応可能。
→非FIT逆潮、差し引き計量、ケースによってTSOで2計量器設置他

〇ただし、環境価値取引の拡張を含むビジネス・イノベーションを促進する
ためには計量・データ送付コストの一層の低減や事業者の創意工夫を促
す環境整備を目指した検討も行うべきではないか。
・面前計量の緩和(遠隔、各種情報端末での確認許容化)

・検定計量器と同等の計量精度を持つ計量機器の活用検討
・自己検定・型式検定の拡大検討、検定の担い手の更なる創意工夫
・データストレージ・提供サービスの可能性(米国Utility型)

〇特にDER(需要側資源)の中核であるPV、蓄電池、EVについてはコスト
的に低廉化すれば個別計量・取引化も可能であり、例えばこうしたプラッ
トフォームとなるビジネスや需要家合意といった要件設定の上で容認す
るなどは検討に値するか。

第1回 次世代技術を活用した新たな電力プラットフォームの
在り方研究会 西村委員提出資料5









研究会における委員コメント（電気計量制度）

 電気の売買における計量規制について、検定や面前計量等の軽減は可能と考えるが、何の要件
もなしに抜本的な軽減措置を講ずるのは難しく、一定の要件が必要と考える。ただし、P2P取引プ
ロセス等における軽減余地の有無については、専門家の間で議論することが重要。

 ある試算では、例えば電力の個人間取引で想定される決済額は数円程度との報告もあるなか、
このような小規模な取引において、特定計量器を用いる必然性があるとは言い切れないのではな
いか。

 過重な規制により新ビジネスの芽を摘むことを防ぐ意味で、当事者間の合意がある場合の計量の
特例措置や、取引形態や規模等、様々な電力取引ケースの実態に合った計量方法等を検討
する価値はあるのではないか。
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